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基 本 方 針 
 

公益財団法人千葉県産業振興センターは、企業、大学、金融機関及び行政機

関との連携のもと、新事業・新産業創出の支援、中小企業の経営基盤の強化、

人材の採用・定着支援等、幅広い分野において県内産業の振興を図るべく、総

合的な中小企業支援を展開しています。 
現在の日本経済は、雇用・所得環境の改善等により、内需を中心に緩やかに

回復しているものの、米中貿易摩擦に端を発する外需の鈍りは、国内製造業に

大きな影響を与えており、更に人手不足による人件費の高騰、資材・原材料高

等も加わり、中小企業を取り巻く経営環境は、厳しさを増しています。 
今後についても、消費税率引き上げによる消費低迷や通商問題を巡る動向、

中国経済の先行き、英国のＥＵ離脱等の海外経済の動向や金融資本市場の変動

の影響等が懸念され、先行き不透明感が漂う状況が続いております。 
このような中、国では、中小企業・小規模事業者が直面する「経営者の高齢

化」「人手不足」「国内市場の縮小・変化」という３つの構造変化に対応する

ため、「事業承継・再編・創業等による新陳代謝の促進」「生産性向上・デジ

タル化」「地域の稼ぐ力の強化・インバウンドの拡大」「経営の下支え、事業

環境の整備」に重点的に取り組むとともに「災害からの復旧・復興、強靭化」

に切れ目なく支援することとしています。  
千葉県では、第４次「ちば中小企業元気戦略」において「小規模企業の振興」

を重要な柱に位置付け「起業・創業への支援」「産学官連携の促進」「成長産

業への参入支援」「事業承継及び事業再生への支援」「中小企業の人材確保へ

の支援」に取り組むこととしています。 
また、千葉県全域を促進区域とする地域未来投資促進法に係る基本計画を作

成し、成長ものづくり分野、物流分野、観光分野、農商工連携分野等で、地域

経済を牽引するような事業者の積極的な事業展開を促進し、地域経済の好循

環・活性化を目指していくこととしています。 
こういった状況を踏まえ、センターでは、利用可能な国等の施策を最大限活用す

るとともに、新事業の創出及び成長分野への進出、雇用の定着及びミスマッチの解

消、事業承継支援等、県内経済の更なる活性化のため、県と一層連携を深めな

がら、意欲のある中小企業が着実に成長を遂げ、地域経済を牽引する企業とし

て発展していけるよう、重点事項の施策を中心に、中小企業の様々なニーズに

応じたきめ細やかな支援をしていきます。 
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 (重点事項) 

１．新事業・新産業創出の支援 
新技術の開発及び新分野への進出に意欲的な中小企業に対し、「ちば新事業創

出ネットワーク」等を通じ、企業と大学及び公的研究機関との連携（産学官連携）、

企業間の連携（産産連携）の促進、国等の競争的資金獲得による研究資金の確保

等の支援を行い、新事業・新産業の創出を推進する。 

また、持続的な発展が期待できる成長産業を育成するため、医療機器等開発・

交流拠点創出事業を通じ、中核医療研究機関との連携を強化し、中小企業の健康・

医療関連産業への新規参入及び医工・産学連携による商品開発を支援する。 

 

２．経営基盤の強化・創業支援 
中小企業者等が抱える経営・創業・金融・技術・ＩＴ・事業承継等に関する一

体的な相談支援窓口としての「チャレンジ企業支援センター」に加え、「千葉県

よろず支援拠点」を設置する等、経営支援機能のより一層の充実を図り、起業・

創業を促進するとともに、地域資源及び経営資源を活用した新たな事業にチャレ

ンジする中小企業を総合的に支援する。 

 

３．取引の拡大・適正化支援 
 中小企業の取引拡大及び受注量の確保を図るため、下請取引専門指導員等を配

置して、発注案件の開拓等に努めるとともに、各種商談会の開催等により効果的

なあっせんを行う。 

 また、下請かけこみ寺相談員を配置し、取引上のトラブルへの相談対応ととも

に、下請代金支払遅延等防止法等の普及を図り、取引適正化に努める。 

 

４．中小企業総合支援事業 
県内中小企業等の創業、成長のための研究開発・販路拡大、次世代に引き継ぐ

事業承継等、企業ライフサイクルに応じて必要な助成を行い、県内経済の活性化

を支援する。 

 

５．ちば中小企業元気づくり基金事業 
「ちば中小企業元気づくり基金」の運用益により、新商品・新技術開発等に向

けて積極的に取り組んでいる県内中小企業等に助成を行い、中小企業の高付加価

値化に資する支援を行う。 
 

６．ちば農商工連携基金事業 

「ちば農商工連携事業支援基金」の運用益により、中小企業者及び農林漁業者

の連携体が行う事業に対する助成を行い、農商工連携による新事業の展開を支援

する。 
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  ７．若年者の就業支援・中小企業の採用支援 
ジョブカフェちば（ちば若者キャリアセンター）を拠点とし、若年求職者に対

する総合的な就労支援サービスを提供するとともに、若年求職者と企業の雇用の

ミスマッチ解消に役立つ交流イベントのほか、企業の採用活動及び若者の定着支

援に役立つセミナーの実施等により企業の人材確保支援を行う。 

 

 ８．東葛テクノプラザの管理運営 

 県の総合産業支援施設である東葛テクノプラザの指定管理者として、施設管理

業務に加え、産学官の交流を軸に既存企業の技術力の向上及び研究開発について

の支援、ベンチャー企業の育成等を行う。 
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Ⅰ 公益目的事業 

 

１ 技術・研究開発、新事業育成等支援事業 

１．新事業・新産業創出支援事業 

新技術の開発及び新分野への進出に意欲的な中小企業に対し、企業、大学及び

公的研究機関の連携（産学官連携）、企業間の連携（産産連携）の促進、国等の

競争的資金獲得による研究資金の確保等の支援を行い、新事業・新産業の創出を

推進する。 

（１）「ちば新事業創出ネットワーク」の運営 

産学官連携及び産産連携に意欲的な県内企業・大学等からなる「ちば新事業

創出ネットワーク」を運営し、取り組むべき課題に即したセミナー等のマッチ

ングの場を通じて、大学及び企業間相互の連携を図るとともに、共同研究等の

ベースとして活用する。 

（２）研究開発コーディネーターの設置 

豊富な知識及び経験を有する専門人材（研究開発コーディネーター）５名を

配置し、大学等の研究成果とのマッチングから、研究資金確保のための競争的

資金の獲得支援、共同研究プロジェクトの進捗管理、研究成果の事業化までを

一貫支援する。 

（３）中小企業知財活用支援事業 

知財に関する専門人材を配置し、大学等の知財を積極的に活用した中小企業

の新製品開発及び新事業創出を支援するとともに、海外展開を含む知財に関す

る相談等についても対応する。また、大学等の知財を活用した事業展開、海外

展開における知財の留意点等、中小企業への周知・啓発及び戦略的活用のため

の講習会を開催する。 

（４）中小企業等外国出願支援事業 

中小企業の戦略的な外国出願を促進するため、外国への事業展開を計画して

いる中小企業等に対して、外国出願（特許、実用新案、意匠、商標及び冒認対

策商標）に要する費用を助成する。 
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２．技術振興事業 

（１）戦略的基盤技術高度化支援事業 

経済産業省（関東経済産業局）の戦略的基盤技術高度化支援事業の事業管理

機関として、地域の産学官からなる共同体（コンソーシアム）を形成し、共同

研究を実施する。 

① 「ＦＣＶ向け極薄３Ｄ造形部品の溶射鍛造成形用金型の開発」 
    事業期間：平成３０年９月５日～令和３年３月３１日（平成 30 年度採択） 
    参加機関：（株）ヤマナカゴーキン、成蹊大学、豊田工業高等専門学校 

② 「カイコによる機能性スクリーニング技術を用いた健康食品の効率的開発 
方法の確立」 
事業期間：平成３０年８月３０日～令和３年３月３１日（平成 30 年度採択）  
参加機関：（株）ゲノム創薬研究所、帝京大学 

（国研）産業技術総合研究所 
③ 「ＩｏＴ技術を活用した農業の効率化および高効率エネルギーマネジメン 

トシステムの開発」 
事業期間：令和元年７月２９日～令和４年３月３１日（令和元年度採択） 
参加機関：（株）エーディエス、東京大学 

④ 「耐久性の高い低温固体酸化物可逆動作セルのスタック化と小型なエネル 
ギー循環システムの開発」 
事業期間：令和元年７月１８日～令和４年３月３１日（令和元年度採択） 
参加機関：特殊技研金属（株）、九州大学 

（国研）産業技術総合研究所 
（２）医療機器等開発・交流拠点創出事業 

健康・医療産業に精通し、医療機器開発に関する経験及び知識を有する専門

人材２名を配置し、医療現場からのニーズの集約化、ものづくり中小企業への

ニーズの提供、試作品に関するアドバイス、医療機関・医療機器メーカー等と

ものづくり中小企業のマッチング、事業化についての相談等、製品開発に関す

る総合的なサポートを実施し、健康・医療分野への新規参入並びに医工連携等

による製品開発及び事業化を促進させる。 

また、中核医療研究機関内千葉県拠点（２機関）にも医療機器等の開発に精

通する専門人材をそれぞれ１名ずつ配置し、中核医療研究機関との連携を強化

することで、新たなニーズの発掘、地域企業との交流及び橋渡しを行い、製品

開発及び事業化を促進させる。 
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ア 医療現場等のニーズ発表会 

イ 医療機器、看護・介護機器等の開発支援セミナー 

ウ 開発手法を醸成するためバイオデザインプログラムを活用したセミナー 

エ 医療機器を開発・製造・販売する上での課題解決や業許可及び認証取得の 

ための専門家派遣 

オ ものづくり中小企業への医療現場等のニーズの橋渡し及び個別マッチング 

カ 医療現場等のニーズ発掘のための視察研修会  

キ 医療機関、医療製販企業等との個別マッチング商談会 

ク 中核医療研究機関との勉強会 

（３）千葉県ＢＩネットワーク事業 

千葉県内に設置されているビジネスインキュベーション（ＢＩ）施設間の情

報・意見交換等を通じて相互の連携を促進し、入居企業に対する支援業務の充

実及び強化を図る。 

（４）「ベンチャープラザ船橋」入居企業等の支援 

ベンチャープラザ船橋（インキュベーション施設）の入居企業等に対して、

産学官連携による研究開発、製品化、販路開拓等を総合的かつ継続的に支援す

る。 

 

３．ベンチャークラブちば支援事業 

県内経済界が一体となったベンチャー支援組織である「ベンチャークラブちば」、

民間企業、公的支援機関等とのネットワークを強化し、ベンチャー企業の資金調

達、販路拡大等を支援する。 

・ビジネスプラン発表会（コンテスト方式）（年１回） 
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２ 経営基盤強化、地域活性化等支援事業 

１．経営基盤強化支援事業 

本県における中小企業の中核的支援機関としての役割を果たすため、中小企業

の様々なニーズに応じたきめ細かい支援を行う。 

また、経営・創業・金融・技術・ＩＴ・事業承継等に関する一体的な相談支援

窓口としての「チャレンジ企業支援センター」に加え、「千葉県よろず支援拠点」

を設置し、経営支援機能を充実させ、起業・創業を促進するとともに、プロ 

フェッショナル人材の雇用を通じた経営改善及び地域資源を活用した新たな事業

にチャレンジする中小企業への総合的な支援に取り組む。 

（１）プロジェクトマネージャー等支援人材充実強化事業 

プロジェクトマネージャーとして、経営・創業・金融・技術・ＩＴ分野等に

精通した専門人材４名を配置し、中小企業の支援体制の充実・強化を図るとと

もに事業承継プロジェクトマネージャー３名を配置し、中小企業の事業承継が

円滑に行われるよう相談・助言を行う。 

（２）窓口相談事業 

経営上の問題等に関する相談窓口を設置し、プロジェクトマネージャー及び

職員が、随時、相談に応じるとともに、より専門的な知識を要する相談につい

ては専門家を活用して、適宜、適切な相談・助言を行う。（年５０日） 

また、法律に係る問題等については、随時、弁護士を活用して問題解決を  

図るための相談・助言を行う。 

（３）訪問相談事業 

窓口相談では対応できない課題に対応するため、専門家が企業を訪問し、  

ヒアリング及び現場確認を通じて、問題点及び課題を整理した後、改善提案を

行う。（年５０社 延べ１００日） 

（４）専門家派遣事業 

創業又は経営革新等、経営の向上を目指す意欲があり、かつ事業目的及び目

標が明確な中小企業者等からの要請に応じて、各分野の専門家を派遣し、診断・

助言を行うことにより、企業が抱える課題（経営・技術・ＩＴ等）の解決を支

援する。（延べ５４０日） 

（５）事業可能性評価委員会運営事業 

経営・技術等の豊富な知識及び経験を有する専門家からなる事業可能性評価

委員会を設置し、新規事業計画（ビジネスプラン）の事業化の有望性、技術の

先進性、ノウハウの独自性等、事業の可能性の審査・評価を行う。（年２回） 
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（６）フロンティア企業支援事業 

事業可能性評価委員会においてビジネスプランを発表し、独自性又は有望性

があると評価を受けた中小企業若しくは中堅企業への成長が期待できる中小企

業者に専門家を派遣し、その取り組みを支援する。（年７社 延べ９８日） 

（７）セミナー開催事業 

中小企業が抱える経営上の課題解決及び経営の向上を図るため、実践的な   

知識及びノウハウの習得につながる各種セミナーを開催する。 

ア 経営革新セミナー（年１回） 

中小企業等経営強化法に基づく経営革新制度の理解及び活用促進を図る。 

イ 事業継続計画（ＢＣＰ）セミナー（年１回） 

大規模地震、風水害、感染症等の緊急事態における企業の危機管理対策で 

ある「事業継続計画」（ＢＣＰ）への取り組みの促進を図る。 

ウ 創業セミナー（年１回） 

創業のための基礎知識、ビジネスプランの作成、資金調達、会社設立 

リスク等の実践的なセミナーを行い、創業を促進する。 

エ 事業承継セミナー（年１回） 

事業承継の早期着手を促し、休・廃業率の改善を目的に事業承継手法に関 

するセミナーを行い、事業承継への取り組みの促進を図る。 

オ  ＩＴセミナー（年１回） 

          ＩＴを活用した経営基盤強化、業務効率化、マーケティング等への理解と 

取組の促進を図る。 

カ  経営支援セミナー（年１回） 

        今現在押さえるべきポイントや施策など、時代の流れやニーズに合った 

テーマで経営基盤強化等の促進を図る。 

（８）よろず支援拠点事業 

国からの委託により、中小企業が抱える複数の経営課題に対応する「よろず  

支援拠点」を設置し、地域の支援機関及び金融機関と連携して経営支援体制の

より一層の強化を図りながら、拠点に配置された各分野に精通するコーディネー

ター等を中心に中小企業等に対する総合的・先進的経営アドバイスを行う。 

また、市町村、商工会、商工会議所等産業支援機関との共催により、県内 

１２エリア・２１ヶ所にサテライト相談所を設置して、サポートの迅速化及び

相談に係る利便性の向上を図る。 
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（９）支援機関等連携（人材交流強化）促進事業 

ア 中小企業支援事業等を円滑に実施するため、商工会、商工会議所、千葉県 

中小企業団体中央会、千葉県信用保証協会等の産業支援機関との連絡会議を 

開催し、相互連携及び情報の共有化を図る。 

イ 他の産業支援機関との連絡強化を図るため、ブロック単位等で開催する 

会議、情報交換会等へ出席するとともに、支援体制の実態把握等を行う。 

ウ 千葉県内の商工会、商工会議所、金融機関等の産業支援機関で構成する 

「千葉県中小企業支援プラットフォーム」の代表機関として、国、県等の 

支援策を当該プラットフォーム内で共有かつ有効活用し、県内中小企業に対 

する支援の強化を図る。 

（10）戦略的中小企業支援事業 

円滑な事業承継を促進するため、支援機関等を構成員とする事業承継ネット

ワークを運営し、中小企業経営者の事業承継に取り組むための動機付け及び気

づきを喚起し、早期着手を促す。 

（11）中小企業販路開拓総合支援事業 

自社製品を持つ、又は自社技術及び製品の開発を進める中小企業等を対象に、

販路開拓に関する知見を有する人材及び具体的な課題解決にあたる中小企業診

断士等の専門人材を販路相談員として３名配置し、企業が抱える販路に関する

問題・課題に対して、相談、アドバイス等の支援を行う。 

（12）地域産業活性化事業 

千葉県が指定した地域資源を活用した新商品・新サービスの事業化等に取組

もうとする中小企業等並びに農林漁業者と中小企業者等の連携体を対象に、 

商品開発・営業等のマーケティング活動の経験を有するアドバイザー３名を 

配置し、新商品等の企画から開発・事業化及び経営課題解決のため、各種支援

ツールを活用しながら一貫した支援を実施する。 

（13）全国展開促進事業 

地域産業活性化事業で支援した地域資源を活用した新商品・新サービス等の

国内外に向けた販路拡大を支援する。 

（14）地域需要創造型等起業・創業促進事業管理業務 

新たな需要及び雇用の創出による地域経済の活性化を図る創業補助金の補助

事業者の事業化状況等の管理業務を行う。 
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（15）プロフェッショナル人材戦略拠点事業 

人材確保を通じて県内中小企業の成長戦略を具現化していくためにマネー 

ジャー等４名を配置し、地域金融機関、中小企業支援機関及び民間人材ビジネ

ス事業者と連携し、県内中小企業におけるプロフェッショナル人材ニーズの掘

り起し、大都市圏で働くＵＩＪターン希望のプロフェッショナル人材及び県内

中小企業とのマッチング支援等を行う。 

（16）千葉県産業情報ヘッドライン事業 

メールマガジン「千葉県産業情報ヘッドライン」の編集・配信を行い、融資、

助成制度等の各種支援情報、公募情報、セミナー情報、統計情報等、中小企業

の経営に資する情報を提供する。（原則毎週木曜日配信） 

（17）中小企業災害復旧資金利子補給助成金事業 

株式会社日本政策金融公庫及び株式会社商工組合中央金庫が行う「東日本  

大震災復興特別貸付」により借入を行う中小企業者等のうち、地震・津波等に  

より事業所が全壊又は流失した中小企業者等を対象として、独立行政法人中小

企業基盤整備機構からの助成金により利子補給を行う。 

（18）中小企業再生支援利子補給助成金事業 

東日本大震災及び原子力発電所の事故により経営に支障を来した中小企業者

等が千葉県産業復興相談センターを活用して事業再建に取り組む際、相談及び

調整を行っている間に旧債務の利子負担が累積し、再建が困難になることが 

ないよう、旧債務に係る利子相当額を独立行政法人中小企業基盤整備機構から

の助成金により給付する。 

 

２．取引振興事業 

中小企業の取引拡大及び受注量の確保を図るため、職員、下請取引専門指導員

及び発注企業開拓員による県内外の大手企業等に対する発注案件の開拓、各種商

談会の開催及び下請取引あっせん支援システム等を活用した効果的な取引あっせ

んを行う。 

また、取引の適正化等に関する助言及び下請代金支払遅延等防止法等の普及啓

発の強化を図り、下請取引に関するトラブルの未然防止に努める。 
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（１）受発注情報等収集提供事業 

下請取引専門指導員２名及び発注企業開拓員２名を効果的に活用することで、

県内外の大手企業に対する発注案件の開拓を行うとともに、本県中小企業の景

況感及びニーズを把握し、マッチング機会の増加を図る等の積極的な支援を行

う。 

また、取引の紹介あっせんを促進するため、親企業の発注計画及び中小企業

の受注希望の情報を、毎月１回「受発注情報」として登録企業へ提供する。 

さらに、今後成長が見込まれる分野の対象企業の掘り起し及び関連企業への

訪問調査を実施する。 

（２）ビジネスマッチング商談会開催事業 

県内中小企業の取引拡大を図るため、発注企業ニーズに応じたビジネスマッ

チング商談会を開催するとともに、今後発展が見込まれる分野の優れた技術及

び製品を有する企業又は同分野に進出を目指す企業に対し、外部講師を招いた

勉強会を開催する等の積極的な支援を行い、技術・製品の高度化を図る。 

（３）広域商談会開催事業 

県内中小企業と県内外の広域的な発注企業との新規取引の開拓を図るため、

他都県の支援機関等と連携した商談会を開催する。 

ア 「関東５県ビジネスマッチング商談会」（令和２年度開催幹事：千葉県） 

（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県） 

イ 「九都県市合同商談会」（令和２年度開催幹事：埼玉県） 

（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、管内５政令指定都市） 

（４）下請かけこみ寺事業 

下請かけこみ寺相談員２名を設置し、下請取引に関する取引上のトラブル等

の相談に対応するとともに、公益財団法人全国中小企業振興機関協会と連携を

図りながら、下請代金支払遅延等防止法、下請適正取引推進ガイドライン等の

普及啓発を行い、トラブルの未然防止に努める。 

 

３．設備貸与・設備資金貸付・被災貸付事業 

設備貸与事業、設備資金貸付事業及び被災中小企業施設・設備整備支援事業の

貸付先企業の正常債権管理並びに債権回収業務を行うとともに、巡回事後指導等

を実施し、経営支援を行う。 

また、不良債権の回収及び整理に係る管理業務等を実施する。 
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４．中小企業総合支援事業 

県内中小企業等の創業、成長のための研究開発・販路拡大、次世代に引き継ぐ

事業承継等、企業ライフサイクルに応じた助成を中小企業者等に行い、県内経済

の活性化を支援する。 

（１）創業応援助成金事業 (６件)  

先進的なアイデア、研究開発及びビジネス創造に取り組む中小企業者等に対

し、事業費の一部を助成する。 

（２）高度・成長研究開発助成事業 (７件) 

成長分野に係る研究開発及び公的研究機関・大学と共同で行う高度研究開発

に取り組む中小企業者等に対し、事業費の一部を助成する。 

（３）市場開拓助成事業 (１３件) 

展示会等市場開拓に取り組む中小企業者等に対し、事業費の一部を助成する。 

（４）農商工連携・地域資源活用開発助成事業 (４件) 

地域産業の活性化を図るため、農林漁業者と連携体を組み、又は千葉県が指

定した地域資源を活用し、新商品の開発やブランド化に取り組む中小企業者等

に対し、事業費の一部を助成する。 

また、ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡＮに出展する企業等への支援を行う。 

（５）事業承継支援助成金事業 (５件) 

円滑な事業承継の推進を支援するため、取り組みに必要な費用の一部を助成

する。 

 

５．ちば中小企業元気づくり基金事業 

独立行政法人中小企業基盤整備機構、千葉県及び県内地銀３行の貸付により創

設した「ちば中小企業元気づくり基金」の運用益により、新商品・新技術開発等

に向けて積極的に取り組んでいる県内中小企業等に助成を行い、中小企業の高付

加価値化に資する支援を行う。（１０件） 
 

６．ちば農商工連携基金事業 

独立行政法人中小企業基盤整備機構及び千葉県の貸付により創設した「ちば 

農商工連携事業支援基金」の運用益により、中小企業者及び農林漁業者の連携体

が行う県産農林水産物を使用した新商品・新役務・特産品等開発に対する助成を

行い、農商工連携による新事業の展開を支援する。（１件） 
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７．地域課題解決型起業支援事業 

県内の条件不利地域において、県が地域再生計画に定める社会的事業の分野で、

地域課題の解決を目的として新たに起業する者に対して補助を行うとともに、事

業の立ち上げ等に関する課題に対し、専門家を派遣し課題解決を支援する。（２件） 
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３ 若年者の就業、人材育成等支援事業 

１．若年者就業支援センター事業 

県が船橋市に設置したジョブカフェちば（ちば若者キャリアセンター）を拠点

とし、若年求職者の就労支援及び企業の採用活動支援として次の事業を実施する。 

なお、ジョブカフェちば事業、ジョブカフェ支援体制円滑化事業を一体的に実

施する。 

（１）若年求職者の就労支援 

キャリアコンサルタント等を配置して、概ね３０歳代までの若年求職者に対

し、適職診断、応募書類作成、模擬面接等の就職活動に関する個別相談を実施

する。 

また、自己分析、自己ＰＲ、面接等、就職活動に役立つ基礎知識を身につけ

るセミナーや、就職スキルを高めるためのセミナー等を実施するとともに、大

学・高校・市町村等からの要請に応じ、キャリアコンサルタント等を派遣し、

ジョブカフェちばサービスを提供する。 

・約２０，０００人の若年求職者を支援 

（２）中小企業の採用・定着支援 

若年者の採用・定着に苦慮している中小企業等に対し、企業訪問等を通じて

助言及び情報提供を行うとともに、若手人材の採用支援や若手社員の定着支援

に関するセミナー等を実施する。 

・企業訪問     ９００社 

・人材確保支援セミナー ５回 

・定着支援セミナー   ８回 

（３）雇用のミスマッチ解消支援 

企業理解が不足している若年求職者と若年者の正社員採用に苦慮している

中小企業が交流し、相互に理解を深めて雇用のミスマッチが生じない就職に繋

がるイベント等を実施する。 

・若年者と企業の交流イベント ２１回 
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Ⅱ 収益事業 

 

１ 施設管理・研修・投資等事業 

１．東葛テクノプラザ管理運営事業 

県の総合産業支援施設である東葛テクノプラザの指定管理者として、施設管理

業務に加え、産学官の交流を軸に、既存企業の技術力の向上、研究開発の支援、     

ベンチャー企業の育成等を行う。 

平成２８年度から令和２年度までの５年間、東葛テクノプラザの指定管理者を

受託し、今年度が最終年度となる。 

（１）施設管理事業 

東葛テクノプラザの施設の維持管理（施設清掃業務・施設警備業務・施設修

繕業務）及び保有設備等の保全（設備管理業務）に努める。 

（２）東葛テクノプラザインキュベート事業 

低廉な使用料で研究開発室及び設備・機器を提供するとともに、インキュ    

ベーションマネージャーによるソフト面の支援を行い、入居企業の創業支援及

び新事業の展開を支援する。 

また、創業前・創業直後の者に、「起業支援ルーム」を提供し、インキュ 

ベーションマネージャー等による各種相談支援、入居企業との交流等により総

合的な支援を実施する。 

（３）研究開発機器等支援事業 

新製品開発及び製品品質管理に必要な試験・検査を実施するとともに、必要

に応じて技術的な相談に応じる。 

また、試験・検査・加工用機器を貸し出し、操作の複雑な機器については、

取り扱い及び使用方法を指導する。 

（４）産学連携事業 

技術セミナーの開催、東葛工業人交流会への参加、東葛テクノ会の管理運営

等を行い、産学連携を促進する。 

（５）交流事業 

中小企業の新製品の開発を促進するため、県内理工系大学及び産業支援機関

の協力の下、研究者のシーズ発表及び参加中小企業との意見交換の場を提供す

る。 
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２．基盤強化事業 

財団の運営基盤の強化を図るため、国、県等の補助金及び委託料に依存しない

自主事業として下記の事業を実施する。 

（１）能力開発研修事業 

職員の能力向上を図り、組織の専門集団化を目指すため、職員の中小企業支

援及び事務スキルの向上を目的とする研修等を行う。 

（２）中核人材育成事業 

急速に世代交代が進む京葉臨海コンビナート地域において、プラント   

メンテナンス及び安全管理業務の高度化、重大事故の防止、大規模災害時の危

機管理等、製造現場の諸問題に対応できる中核人材を育成するための研修事業

を企業の受講ニーズに応じ、２８回程度実施する。 

 

３．中小企業再生ファンド２号事業 

千葉中小企業再生ファンド２号投資事業有限責任組合への出資を通じて、平成

２５年３月末の中小企業金融円滑化法の終了に伴い、資金繰りが困難となる県内

中小企業の債権買取を行うことにより、資金調達を円滑化し、早期再生を支援す

る。 

なお、再生ファンドの運営管理は、ちばぎんキャピタル株式会社（無限責任組

合員）が行う。 

 

４．ちば新産業育成ファンド事業 

ちば新産業育成投資事業有限責任組合への出資を通じて、県内ベンチャー・ 

中小企業に不可欠なリスクマネーを供給し、県経済を牽引する中核企業の育成支

援を行う。 

育成ファンドの運営管理は、ちばぎんキャピタル株式会社（無限責任組合員）が 

行うが、投資検討委員会（オブザーバー）及びハンズオン会議に積極的に参画する。 

 

５．千葉産業復興ファンド事業 

千葉産業復興機構投資事業有限責任組合への出資を通じて、東日本大震災の 

直接又は間接的な被害等により、既存債務の負担に苦しむ中小企業等の債権買取

を行い、早期再生を支援する。 

なお、復興ファンドの運営管理は、株式会社千葉リバイタル（無限責任組合員）

が行う。 
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収  支  予  算  書

令和2年4月1日から令和3年3月31日まで
（単位：千円）

考備減　増度　年　前度　年　当目　　科
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　　(1) 経常収益

41 △513,9103,9益用運産財本基①　　　
41 △513,9103,9息利取受産財本基　　　　
700,91 △701,74001,82益用運産資定特②　　　
700,91 △701,74001,82息利取受産資定特　　　　
08063,1044,1費会取受③　　　
08063,1044,1益収費会員会取受　　　　
468,811 △803,283444,362益収業事④　　　
029,66 △266,061247,39益収売販賦割　　　　
049,73 △992,24953,4料ス－リ取受　　　　
0000,1000,1金害損程規収未ス－リ取受　　　　
360,1 △861,5501,4料ス－リ再取受　　　　
144614,2758,2益却売備設スーリ　　　　
100,51 △788,801688,39益入戻金当引倒貸　　　　
742,1 △680,91938,71益立取権債却償　　　　
0006006料告広取受　　　　
000,1005,21005,31益収業事流交　　　　
668,1096,92655,13金担負取受　　　　
305,91 △554,023,1259,003,1等金助補取受⑤　　　
551,61211,816762,436金助補県取受　　　　
260,1825,31095,41金助補庫国取受　　　　
189,34 △060,511970,17金助補取受他のそ　　　　
651,9874,074436,974金託受県取受　　　　
000,8 △005,001005,29金託受庫国取受　　　　
501,6777,2288,8金託受取受他のそ　　　　
100,5 △476,01376,5益収雑⑥　　　
100,5 △476,01376,5益収雑　　　　
903,261 △912,177,1019,806,1計益収常経　　　

　　(2) 経常費用
977,551 △691,876,1714,225,1費業事①　　　
610,56 △304,651783,19価原売販賦割　　　　
286,72 △556,13379,3価原スーリ　　　　
021,1004,3025,4費還返収回険保用信類械機　　　　
054,1855,1800,3費還返収回険保用信スーリ　　　　
0003003Ｃ費還返収回険保用信スーリ　　　　
818 △821,5013,4費還返収回填補失損　　　　
0801801料険保害損スーリ　　　　
74636,11386,11酬報員役　　　　
158,5 △892,302744,791当手与給　　　　
155,4230,57385,97費生厚利福　　　　
836,1674,11411,31用費付給職退　　　　
345,71602,232947,942酬報　　　　

　　 　        通勤手当 11,259 0 11,259
232,21 △663,38431,17金謝　　　　
441,2 △389,72938,52費旅　　　　
82536366料険保　　　　
376,21 △364,16097,84課公税租　　　　
00505費外渉　　　　
441,6487,69829,201費務事　　　　
181,2 △678,5596,3費品備　　　　
421,4849,07270,57料借賃び及料用使　　　　
42478,01898,01費却償価減　　　　
823,1 △617,881883,781料託委払支　　　　
734 △366,43622,43金担負払支　　　　
367 △836,3578,2息利払支　　　　
982,1304,81296,91出支還返息利取受産資定特　　　　
086,2 △086,5000,3費器機究研預　　　　
685,41 △920,801344,39入繰金当引倒貸　　　　
0000,2000,2損却除備設スーリ        
701,75 △708,202007,541金成助払支　　　　
0000,5000,5費理管合組　　　　
006185,71181,81入繰金当引与賞　　　　
89 △005,1204,1費雑　　　　
364,01 △728,671463,661費理管②　　　
621120,72741,72酬報員役　　　　
355,8 △612,38366,47当手与給　　　　
466,3 △525,12168,71費生厚利福　　　　
423297,5611,6用費付給職退　　　　
0044,2044,2酬報　　　　
83771,5512,5金謝　　　　
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収  支  予  算  書

令和2年4月1日から令和3年3月31日まで
（単位：千円）

考備減　増度　年　前度　年　当目　　科
06146107費旅　　　　
0077,1077,1課公税租　　　　
782084,21767,21費務事　　　　
65 △273,6613,6料貸賃び及料用使　　　　
211243,3454,3費却償価減　　　　
4335,1735,1料託委払支　　　　
3966276金担負払支　　　　
658948,4507,5入繰金当引与賞　　　　
242,661 △320,558,1187,886,1計用費常経　　　

－－－等益損価評券証価有資投        
339,3408,38 △178,97 △額減増常経期当　　　

　２．経常外増減の部
　　(1) 経常外収益

000計益収外常経　　　
　　(2) 経常外費用

000計用費外常経　　　
000額減増外常経期当　　　
339,3408,38 △178,97 △額減増産財味正般一期当　　　
419,1 △523,363114,163高残首期産財味正般一　　　
910,2125,972045,182高残末期産財味正般一　　　

Ⅱ　指定正味財産増減の部
000額減増産財味正定指期当　　　
528,2390,210,1819,410,1高残首期産財味正定指　　　
528,2390,210,1819,410,1高残末期産財味正定指　　　
448,4416,192,1854,692,1高残末期産財味正　Ⅲ
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収  支  予  算  書  内  訳  表

令和2年4月1日から令和3年3月31日まで （単位：千円）

技術・研究開発、新事
業育成等支援事業

経営基盤強化、地域活
性化等支援事業

若年者の就業支援、人
材育成等支援事業

共 通 小 計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

 １．経常増減の部

   （1）経常収益

　　①基本財産運用益 2,814 1,995 2,312 872 103,9190,1712399,7
　　　 基本財産受取利息 2,814 1,995 2,312 872 103,9190,1712399,7
　　②特定資産運用益 001,822120888,7200888,720
　　　特定資産受取利息 001,822120888,7200888,720
　　③受取会費 044,100044,1000044,1
　　　 受取会員会費収益 044,100044,1000044,1
　　④事業収益 444,3620855,83688,42200647,422041
　　 　割賦販売収益 247,3900247,3900247,390
　　　 受取リ－ス料 953,400953,400953,40
　　　 受取リ－ス未収規程損害金 000,100000,100000,10
　　　 受取再リ－ス料 501,400501,400501,40
　　　 リース設備売却益 758,200758,200758,20
        貸倒引当金戻入益 688,3900688,3900688,390
　　　 償却債権取立益 938,710432,5506,2100506,210
　　　 受取広告料 006000600000
　　　 交流事業収益 005,310005,3100000
　　　 受取負担金 655,130422,91233,2100291,21041
　　⑤受取補助金等 187,298 542,061 144,332 22,784 896, 259,003,1361,561413,932574
　　　 受取県補助金 135,708 300,369 17,998 22,784 762,436360,651543,1958,674
　　　 受取国補助金 095,4100095,41000095,41
　　 　その他受取補助金 970,1700970,170000,01970,160
　　　 受取県受託金 37,000 79,231 116,334 0 232, 436,974001,9969,732565
　　　 受取国受託金 005,2900005,2900005,290
　　　その他受託金収入 288,800288,800288,80
　　⑥雑収益 376,5007306,500306,50
　　　 雑収益 376,5007306,500306,50
　　経常収益計 191,692 802,293 146,644 23,656 1,164,285 278,159 166, 019,806,1664
  （2）経常費用

　　①事業費 200,011 844,404 146,644 23,656 1, 714,225,10207,703517,412
        割賦販売原価 783,1900783,1900783,190
        リース原価 379,300379,300379,30
　　　 機械類信用保険回収返還費 025,40656,1468,200468,20
　　　 リース信用保険回収返還費 800,30021888,200888,20
　　　 リース信用保険回収返還費Ｃ 00300003000030
　　　 損失補填回収返還費 013,40237,1875,200875,20
　　　 リース損害保険料 80100801008010
　　　 役員報酬 5,090 0 2,963 1,740 386,110098,1397,9
　　　 給与手当 59,489 103,349 12,139 4,242 744,7910822,81912,971
　　　 福利厚生費 19,329 31,361 15,825 1,223 385,970548,11837,76
        退職給付費用 411,310654856,21852821858,7414,4
　　　 報酬 47,478 77,868 74,991 0 947,9420214,94733,002
　　 　通勤手当 2,624 2,999 2,899 0 8 952,110737,2225,
　　　 謝金 6,525 55,367 1,136 0 431,170601,8820,36
　　　 旅費 5,392 17,349 1,245 0 938,520358,1689,32
　　　 保険料 366002634033010
　　 　租税公課 2,931 27,882 7,850 0 097,840721,01366,83
　　　 渉外費 0500500000
　　　 事務費 4,674 20,353 9,810 11,302 829,2010987,65931,64
　　　 備品費 596,30155,1441,20452,1005093
　　　 使用料及び賃借料 16,884 28,531 13,457 4,891 270,570903,11367,36
        減価償却費 898,010499,1409,800409,80
　　　 支払委託料 9,321 76,174 1,670 0 883,7810322,001561,78
　　　 支払負担金 9,365 7,556 10 0 16, 622,430592,71139
　　 　支払利息 578,200578,200578,20
　　　 特定資産受取利息返還支出 296,9100296,9100296,910
　　　 預研究機器費 000,30000,300000
        貸倒引当金繰入 344,3900344,3900344,390
        リース設備除却損 000,200000,200000,20
　　　 支払助成金 007,54100007,54100007,5410
　　　 組合管理費 000,50000,500000
        賞与引当金繰入 5,255 10,035 1,234 0 181,810756,1425,61
　　　 雑費 204,1025053,100005058
　　②管理費支出 0 0 0 0 0 0 463,661463,661
　　　 役員報酬 741,72741,72000000
　　　 給与手当 366,47366,47000000
　　　 福利厚生費 168,71168,71000000
        退職給付費用 611,6611,6000000
　　　 報酬 044,2044,2000000
　　　 謝金 512,5512,5000000
　　　 旅費 107107000000
　　　 租税公課 077,1077,1000000
　　　 事務費 767,21767,21000000
　　　 使用料及び賃借料 613,6613,6000000
　　　 減価償却費 454,3454,3000000
　　　 支払委託料 735,1735,1000000
　　　 支払負担金 276276000000
        賞与引当金繰入 507,5507,5000000
　　経常費用計 200,011 844,404 146,644 23,656 1,214,715 307,702 166, 187,886,1463
        投資有価証券評価損益等 - - - - - - - - -
　　当期経常増減額 △ 8,319 △ 42,111 0 0 △ 50, 178,97 △201345,92 △034
 ２．経常外増減の部 0
  （1）経常外収益

        経常外収益計 00000000
  （2）経常外費用

        経常外費用計 00000000
        当期経常外増減額 00000000
        当期一般正味財産増減額 △ 8,319 △ 42,111 0 0 △ 50, 178,97 △201345,92 △034
        一般正味財産期首残高 20,799 119,633 4,562 55,752 114,163804752,061647,002
        一般正味財産期末残高 12,480 77,522 4,562 55,752 045,182015417,031613,051
Ⅱ 指定正味財産増減の部 0
        当期指定正味財産増減額 00000000
        指定正味財産期首残高 443,000 0 0 280,000 723,000 819,410,1000,391819,89
        指定正味財産期末残高 443,000 0 0 280,000 723,000 819,410,1000,391819,89
Ⅲ 正味財産期末残高 455,480 77,522 4,562 335,752 873, 854,692,1015,391236,922613

合 計科目名 収 益 事 業 会 計 法 人 会 計 内 部 取 引 消 去
公 益 目 的 事 業 会 計
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